デンマーク　第2・3回締約国報告　付属文書１　（2020年7月）
（訳注　この原文書に日付はないが締約国報告と同時（2020年7月）の発行と思われる）
		Annex 1 to the combined second and third periodic reports submitted by Denmark
A. 付属文書
	図1：2014-18年の平等待遇委員会の決定の割合とテーマ別内訳
 年齢　　　　人種、　　　障害　　　労働市場外　　ジェンダー　その他
　　　　　　民族、　　　　　　　 での障害
　　　　　　国籍


注*： 障害者差別禁止法は2018年7月1日に施行された。そのため、労働市場外での不平等な待遇に基づく決定について、区別して表示している。
出典： 平等待遇委員会、2018年。翻訳・レイアウトは社会・内務省。



	表1：平等待遇委員会の決定件数（2014～18年、テーマ別）
	
	年齢
	人種、民族、国籍
	障害
	労働市場外での障害
	ジェンダー
	合計

	2014
	45
	37
	26
	-
	107
	225

	2015
	80
	22
	47
	-
	72
	236

	2016
	50
	25
	44
	-
	115
	252

	2017
	52
	44
	32
	-
	119
	258

	2018
	102
	36
	63
	10
	86
	332



注*： 障害者差別禁止法は2018年7月1日に施行された。そのため、労働市場外での不平等な待遇に基づく決定について、区別して表示している。
出典：平等待遇委員会、2018年。翻訳・レイアウトは社会・内務省。
(訳注　合計が合わないが原英文のママ。理由は不明。）




個人をそのままの状態で保護すること
1.	地方中絶審議会（local abortion council）は、以下の場合に中絶を許可できる： 
1.生命または身体的もしくは精神的健康が著しく悪化する危険を回避するために必要な処置であり、かつその危険がもっぱらまたは主に医学的な性質の状況に基づいていること。
2.妊娠・出産・育児により、次のような健康悪化の恐れがある場合。すなわち、既存のまたは起こり得る身体的または精神的疾患もしくは病弱、または女性が置かれているその他の状況。
3.刑法第210条または第216条から第224条に規定される状況下で妊娠した場合。
4.遺伝性疾患、胎生期または胎児期の傷害や疾病により、その子が重篤な身体的または精神的障害に罹患する危険性がある場合。
5.その女性が、身体的または精神的な障害により、子どもを適切に養育できない場合。
6.その女性が、当分の間その若さまたは未熟さゆえに、子どもを適切に養育することができない。 
7.妊娠、出産、育児が、女性にとって重大な負担となり、他の方法ではこれを回避することができない。したがって、女性の利益、家庭・家計の運営,または家族の他の子どもの世話を考慮すると、妊娠を終了させることが不可欠であると考えられる。このような決定を下す場合は、女性の年齢、個人的な状況、家族の状況など複数の要素を考慮しなければならない。
健康
2.	市町村は、運動能力の低下や身体的・精神的な広範囲にわたる障害のために、通常の歯科医療サービスを利用できないか、利用することが困難な人に対して、予防歯科医療や治療を無料にするまたは一部助成することができる。精神障害のある人、知的障害のある人、その他通常の歯科医療サービスを利用できない人には、専門的な歯科医療が提供される。さらに政府は、特に社会的に弱い立場にある人々のために、無料かつ訪問型の歯科医療を導入したいと考えている。

	表2.第一線医療で永続的能力喪失者への強制的身体的治療の決定を受けた人数（2019年）
	人数
	337




	注：	これは、強制的手段に関する決定（全国患者登録の手続きコードAVSAに対応）および強制的手段に関する予見的決定（全国患者登録の手続きコードAVSBに対応）に限定される。
第一線医療における永続的能力喪失者の治療における強制的手段に関する決定は、SEI2で報告されている。
病院での永続的能力喪失者の治療における強制的手段に関する決定は、全国患者登録で報告される。そのため病院についてはこの数字に含まれていない。
訳注　表タイトルの「人数」は、英文ではNumber of unic personsであるが、unicを訳せなかったので単に人数とした。
出典：	Sundhedsdatastyrelsens elektroniske indberetningssystem SEI2


	
	表3. 2018年7月1日～2019年12月31日、第一線医療での永続的能力喪失者の身体的治療において強制が使用された報告件数
	年
	2018

	
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月

	決定数
	7
	9
	14
	65
	54
	31



	2019

	1月
	2月
	3月
	4月
	5月
	6月

	54
	39
	39
	32
	41
	35


	2019
	2019年合計

	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	

	21
	32
	37
	33
	25
	14
	402





	注：	これは、強制的手段に関する決定（全国患者登録の手続きコードAVSAに対応）および強制的手段に関する予見的決定（全国患者登録の手続きコードAVSBに対応）に限定される。 
第一線医療における永続的能力喪失者の治療における強制的手段に関する決定は、SEI2で報告されている。
病院での永続的能力喪失者の治療における強制的手段に関する決定は、全国患者登録で報告される。そのため病院についてはこの数字に含まれていない。
2019年第1四半期、全国患者登録の新版が発表された。 
新版の登録簿はまだ報告することができず、この表の数字には、病院での永続的能力喪失者の身体的治療における措置は含まれていない。
出典：	Sundhedsdatastyrelsens elektroniske indberetningssystem SEI2



教育
3.	公立小学校の児童に関するデータは年1回収集され、公立小学校の児童数、特別支援学校、特別支援学級に通う児童数、週9時間以上の特別支援教育を受ける児童数が対象となる。 
4.	さらに、青少年教育、高等教育における障害に特化した支援の受給者、職業訓練や高等教育で広範な障害のある学生が利用できる追加助成金の受給者に関する統計が体系的に収集されている。その数は、第1回定期報告以降、大幅に増加している。
5.	さらに、子ども・教育省は2018年から2019年にかけて、障害のある青少年の教育における支援の効果に関する包括的なデータ収集を実施した。利用された調査は、効果のある支援と、支援が不適格または不十分なものの明確な把握に貢献している。プログラムの継続的な計画と改善を支援するため、多くの障害関連分野でさらなる調査が実施されている。苦情解決に関する統計やデータも収集されている。
6.表2-3（訳注　表4～5の誤記）および表6-11（訳注　表6～13の誤記）に、追加教育助成を受ける障害のある人および障害に特化した支援を受ける障害のある人に関する最新のデータを示す。

表4：障害者教育支援加算の受給者（障害別・男女別）
	 
	2014
	2014
合計
	2015
	2015
合計
	2016
	2016
合計
	2017
	2017
合計
	2018
	2018合計

	 
	女性
	男性
	
	女性
	男性
	
	女性
	男性
	
	女性
	男性
	
	女性
	男性
	 

	精神疾患
	2,243
	1,128
	3,371
	2,544
	1,262
	3,806
	2,714
	1,346
	4,060
	3,065
	1,523
	4,588
	3,412
	1,642
	5,054

	慢性筋骨格系障害
	381
	193
	574
	403
	207
	610
	457
	206
	663
	519
	238
	757
	594
	253
	847

	神経障害
	262
	123
	385
	284
	120
	404
	298
	134
	432
	353
	140
	493
	415
	156
	571

	聴覚障害
	72
	59
	131
	70
	52
	122
	80
	44
	124
	80
	41
	121
	78
	40
	118

	視覚障害 
	58
	53
	111
	62
	53
	115
	74
	47
	121
	66
	51
	117
	73
	61
	134

	背中の症状
	94
	31
	125
	97
	27
	124
	82
	21
	103
	59
	15
	74
	39
	12
	51

	読み書き障害
	-
	-
	10
	-
	-
	7
	-
	-
	6
	-
	-
	5
	-
	-
	5

	不明
	496
	222
	722
	533
	226
	759
	524
	220
	744
	567
	230
	797
	587
	213
	800

	合計
	3,606
	1,809
	5,429
	3,993
	1,947
	5,947
	4,229
	2,018
	6,253
	4,709
	2,238
	6,952
	5,198
	2,377
	7,580

	備考
	この数字には、障害者追加教育助成金を1カ月以上受給したすべての人が含まれている。

	
	5以下の数字はすべて削除されており、縦の合計にはカウントされていない。

	
	「読み書き障害」は2013年8月1日に、「背中の症状」（back conditions）は2016年1月6日に、専門的な判断による区分変更でリストから削除された。

	出典
	高等教育・科学省SUデータキューブ （Ministry of Higher Education and Science: SU data cube）



表5：障害者教育資金追加受給者（教育タイプ別、障害別）
	 
	2014
	2015
	2016
	2017
	2018

	短期高等教育
	 
	 
	 
	 
	 

	精神疾患
	307
	378
	420
	452
	524

	慢性筋骨格系障害
	57
	65
	72
	73
	77

	神経障害
	26
	41
	40
	38
	46

	聴覚障害
	31
	27
	24
	21
	18

	視覚障害
	6
	9
	12
	11
	12

	背中の症状
	13
	15
	14
	5
	-

	読み書き障害
	-
	-
	-
	-
	-

	不明
	52
	64
	67
	73
	57

	小計
	492
	599
	649
	673
	734

	中期高等教育
	 
	 
	 
	 
	 

	精神疾患
	2,540
	2,831
	3,007
	3,423
	3,785

	慢性筋骨格系障害
	407
	431
	472
	541
	627

	神経障害
	261
	277
	305
	362
	427

	聴覚障害
	86
	85
	91
	79
	81

	視覚障害
	73
	76
	84
	83
	97

	背中の症状
	80
	81
	74
	50
	31

	読み書き障害
	6
	5
	 
	 
	 

	不明
	501
	519
	507
	550
	558

	小計
	3,954
	4,305
	4,540
	5,088
	5,606

	長期高等教育
	 
	 
	 
	 
	 

	精神疾患 
	698
	776
	817
	915
	999

	慢性筋骨格系障害
	153
	150
	176
	182
	189

	神経障害
	103
	106
	107
	114
	130

	聴覚障害
	19
	17
	24
	29
	24

	視覚障害
	35
	31
	33
	29
	28

	背中の症状
	39
	31
	24
	24
	22

	読み書き障害
	-
	-
	-
	-
	-

	不明
	213
	216
	208
	214
	224

	小計
	1,260
	1,327
	1,389
	1,507
	1,616

	不明
	 
	 
	 
	 
	 

	精神疾患 
	41
	44
	56
	65
	54

	慢性筋骨格系障害
	 
	 
	 
	 
	5

	神経障害
	7
	5
	7
	7
	8

	聴覚障害
	-
	-
	-
	-
	-

	視覚障害
	-
	-
	-
	-
	-

	背中の症状
	-
	-
	-
	-
	-

	読み書き障害
	-
	-
	-
	-
	-

	不明
	8
	7
	 
	5
	 

	小計
	56
	56
	63
	77
	67

	全体合計
	5,762
	6,287
	6,641
	7,345
	8,023

	備考
	
	
	
	
	

	出典：高等教育・科学省SUデータキューブ






		
	2014/15
	2015/16
	2016/17
	2017/18
	2018/19

	インクルージョンレベル
	95.1%
	95.1%
	95.0%
	94.8%
	94.7%

	主流教育を受けている生徒（A）
	542,376
	538,859
	535,605
	529,071
	523,229

	- 週9時間以上の支援を受ける生徒
	1,466
	1,347
	1,152
	1,823
	1,978

	- その他の生徒
	540,910
	537,512
	534,453
	527,248
	521,251

	分離された特別支援教育を受ける生徒
	27,872
	27,772
	28,107
	29,276
	29,440

	- 主流校の特別クラス
	15,863
	15,296
	15,469
	16,373
	16,384

	- 青少年学校の特別クラス
	415
	399
	431
	460
	411

	- 特別支援学校
	9,108
	9,414
	9,488
	9,569
	9,510

	- 内部学級(Internal schools)
	2,486
	2,663
	2,719
	2,874
	3,135

	公立初等・中等教育の総生徒数（B）
	570,248
	566,631
	563,712
	558,347
	552,669


表6：メインストリームの公立初等・中等教育および特別支援教育の生徒数（全レベルの市町村立学校）
注*：インクルージョンのレベルは、公立の小・中学校に在籍し、分離された特別支援教育を受けていない生徒に基づいて測定されている。（訳注　つまりA/Bのこと。A,Bは原文には書かれていないが仮訳者が便宜的に記した。）
数字は9月30日現在。市町村立学校とは、メインストリームの公立学校、特別支援学校、市町村立青少年学校および内部学級のこと。内部学級の数字は、機能不全やその他の理由で家族と一緒に暮らせない子どもと青少年のための療育施設にある学校に基づいている。
出典：デンマーク統計局



	表7：メインストリームの公立初等・中等教育および特別支援教育の生徒数。市町村立学校の全レベル
	
	2014/15
	2015/16
	2016/17
	2017/18
	2018/19

	インクルージョンレベル
	95.1%
	95.1%
	95.0%
	94.8%
	94.7%

	週9時間以上の支援を受ける生徒
	0.3%
	0.2%
	0.2%
	0.3%
	0.4%

	- その他の生徒
	94.9%
	94.9%
	94.8%
	94.4%
	94.3%

	分離された特別支援教育を受ける生徒：
	4.9%
	4.9%
	5.0%
	5.2%
	5.3%

	- 主流校の特別クラス
	2.8%
	2.7%
	2.7%
	2.9%
	3.0%

	- 青少年学校の特別クラス
	0.1%
	0.1%
	0.1%
	0.1%
	0.1%

	- 特別支援学校
	1.6%
	1.7%
	1.7%
	1.7%
	1.7%

	- 内部学級
	0.4%
	0.5%
	0.5%
	0.5%
	0.6%

	公立初等・中等教育の総生徒数
	570,248
	566,631
	563,712
	558,347
	552,669


注*：インクルージョンのレベルは、公立の小・中学校に在籍し、分離された特別支援教育を受けていない生徒に基づいて測定されている。
数字は9月30日現在。市町村立学校とは、メインストリームの公立学校、特別支援学校、市町村立青少年学校および内部学級のこと。内部学級の数字は、機能不全やその他の理由で家族と一緒に暮らせない子どもと青少年のための療育施設にある学校に基づいている。
出典：デンマーク統計局




	表8：障害者特別支援受給者 - すべての教育
	障害の種類
	2014
	2015
	2016
	2017
	2018

	ろう
	238
	233
	193
	170
	145

	難聴
	280
	312
	331
	314
	356

	盲
	49
	51
	45
	38
	35

	弱視
	327
	333
	361
	359
	372

	移動障害
	886
	878
	864
	822
	839

	精神（Psycho-social）障害
	1,636
	2,049
	2,194
	2,683
	3,470

	発達障害
	4,252
	4,924
	5,066
	5,000
	6,075

	読み書きの障害
	15,005
	16,776
	18,317
	21,455
	24,062

	神経障害
	320
	365
	407
	486
	576

	その他／非公開
	8,634
	8,971
	5,039
	1,633
	1,706

	合計
	31,627
	34,892
	32,817
	32,960
	37,636







	表9：障害者特別支援受給者-私立初等教育
	障害の種類
	2014
	2015
	2016
	2017
	2018

	ろう
	8
	6
	12
	5
	3

	難聴
	59
	65
	68
	44
	50

	盲
	3
	5
	4
	2
	2

	弱視
	45
	38
	35
	31
	31

	移動障害
	107
	105
	104
	87
	76

	精神（Psycho-social）障害
	83
	87
	66
	40
	45

	発達障害
	823
	806
	640
	160
	230

	読み書きの障害
	723
	1,104
	1,481
	1,609
	1,576

	神経障害
	42
	47
	39
	38
	62

	その他／非公開
	3,013
	2,973
	945
	152
	143

	合計
	4,906
	5,236
	3,394
	2,168
	2,218







	表10：障害に特化した支援の受給者 – 寄宿制の学校
	障害の種類
	2014
	2015
	2016
	2017
	2018

	ろう
	4
	2
	3
	3
	2

	難聴
	34
	35
	20
	19
	32

	盲
	6
	3
	0
	0
	1

	弱視
	21
	16
	17
	17
	26

	移動障害
	96
	90
	63
	52
	63

	精神（Psycho-social）障害
	88
	76
	82
	44
	35

	発達障害
	907
	1,050
	741
	143
	122

	読み書きの障害
	201
	319
	456
	570
	560

	神経障害
	57
	82
	79
	65
	60

	その他／非公開
	5,069
	5,384
	3,411
	480
	457

	合計
	6,483
	7,057
	4,872
	1,393
	1,358








	表11：障害者特別支援受給者 - 職業教育

	障害の種類
	2014
	2015
	2016
	2017
	2018

	ろう
	90
	90
	64
	60
	55

	難聴
	58
	60
	65
	69
	62

	盲
	6
	8
	5
	2
	2

	弱視
	54
	40
	32
	36
	35

	移動障害
	185
	140
	134
	140
	145

	精神（Psycho-social）障害
	203
	210
	236
	367
	556

	発達障害
	1,073
	1,059
	1,063
	1,451
	1,883

	読み書きの障害
	5,647
	5,873
	5,868
	6,805
	7,765

	神経障害
	59
	59
	68
	83
	102

	その他／非公開
	295
	273
	279
	413
	503

	合計
	7,670
	7,812
	7,814
	9,426
	11,108







	表12：障害者特別支援受給者 - Aレベルの高校教育
	障害の種類
	2014
	2015
	2016
	2017
	2018

	ろう
	50
	52
	39
	28
	19

	難聴
	75
	88
	103
	96
	107

	盲
	12
	15
	14
	15
	14

	弱視
	73
	95
	102
	97
	110

	移動障害
	126
	159
	166
	163
	162

	精神（Psycho-social）障害
	341
	531
	554
	718
	1,070

	発達障害
	928
	1,350
	1,814
	2,155
	2,410

	読み書きの障害
	4,783
	5,356
	5,879
	6,982
	7,893

	神経障害
	63
	70
	85
	105
	125

	その他／非公開
	174
	245
	297
	444
	452

	合計
	6,625
	7,961
	9,053
	10,803
	12,362







	表13：障害者特別支援受給者-高等教育機関
	障害の種類
	2014
	2015
	2016
	2017
	2018

	ろう
	86
	83
	75
	74
	66

	難聴
	54
	64
	75
	86
	105

	盲
	22
	20
	22
	19
	16

	弱視
	134
	144
	175
	178
	170

	移動障害
	372
	384
	397
	380
	393

	精神（Psycho-social）障害
	921
	1,145
	1,256
	1,514
	1,764

	発達障害
	521
	659
	808
	1,091
	1,430

	読み書きの障害
	3,651
	4,124
	4,633
	5,489
	6,268

	神経障害
	99
	107
	136
	195
	227

	その他／非公開
	83
	96
	107
	144
	151

	合計
	5,943
	6,826
	7,684
	9,170
	10,590







労働及び雇用
7,障害者雇用の改善と強化を目的とした11の事業は、4つの主要点で分類されている： 
	1,官僚主義を減らし、部門間の移行を容易に。
	2,障害のある人の雇用を拡大するための、的を絞った取り組みの強化。
	3,教育の可能性の向上。
	4,障害に関する知識を深める。偏見を減らす。
8,  2017年の報告に関しては、2016年にデータ収集方法における違反があったため、以下の統計と過去に収集されたデータとの比較が不可能であることに留意する必要がある。2018年秋、広範な政治的合意に達し、2022年までに雇用状況に関する比較可能な統計が早めに確保された。
デンマークの労働力人口（16歳から64歳までの人）の約5人に1人が障害を自認しており、その数は約78万人である。2017年の報告では、以下を含む多くの結論が強調された： 
雇用率
障害のある人の雇用率は52％で、デンマークの障害のない人（およそ10人中8人）に比べて著しく低い。重度で永続的障害のあることを自認する人の雇用率は約3人に1人であるのに対し、「軽度」障害のあることを自認する人の雇用率は69,9％である。
雇用されている障害のある人の約5人に1人は、公的支援または助成金による雇用を受けている。これは特に心理的障害（psychological disabilities）のある人について言える。フレックス・ジョブ制度（Flexi Job Scheme）[footnoteRef:1]は、支援または助成を受けながら雇用されている障害のある人の4人に3人を対象としている。 [1: フレックス・ジョブ制度の対象者は、労働能力が低下しているのが特徴で、フレックス・ジョブはフルタイムでもフル稼働でもない。（訳注　一般社団法人福祉.tvのWebページ『デンマークの障害者就労施策「フレックス・ジョブ」とは？』（https://fukushi.tv/media/employment-assist/flex-job/）では次のように説明されている。「デンマークのフレックス・ジョブは、障害のある人が公的支援を受けられる就業形態。デンマークでは週37時間労働がフルタイムの基本だが、障害のために週に30時間労働しかできず、それも障害のない人の10時間分の成果しか出せない場合、雇用主が10時間分の報酬を支払い、自治体から27時間分の補助金が出る。」）] 

障害のある人10人のうち約6人が何らかの形の失業手当を受給しているが、障害のない人で失業手当を受給しているのは24,6％に過ぎない。最も一般的な給付は障害年金である。
不完全雇用の割合
障害のない人の平均労働時間は週33,9時間であるのに対し、現在通常の仕事に就いている障害のある人の平均労働時間は週33,5時間である。
デンマークの通常労働時間は週37時間である。通常雇用の障害のない人の69,7％が週37時間以上働いているのに対し、障害のある人では65,6％である。障害のある人とない人の労働時間の差は、週21時間から36時間のカテゴリーで最も大きい。障害のない人の16％がこのカテゴリーに入るのに対し、障害のある人では21,4％である。
週1～10時間および週11～20時間のカテゴリーでは、障害のある人もない人もほぼ同じ数字である。すべてのカテゴリーにおいて、障害のない人の労働時間はかなり異なっている。障害の重い人は、障害の軽い人や障害のない人に比べて、労働時間がかなり短い。
複数雇用（Multiple employment）
デンマークでは、一般人口の約10％が複数雇用されており、これは10,4％が定義された主たる雇用に加えて仕事を持っていることを意味する。障害のある人の場合は8,3％で、一般人口より若干低い。
教育、雇用、訓練を受けていない人
教育、雇用、訓練を受けていない人はニート（NEET: Not in Education, Employment, or Training）と呼ばれ、20〜34歳の人々に多い。統計によると、2018年のデンマークのニート率は10,9％だった。
現在入手可能なデータでは、ニートの数字を障害のある人とない人に分けることはできない。

相当な生活水準及び社会的な保障　（訳注　原英文は「Adequate standard of living and social problems」だが、条約英文第28条は「Adequate standard of living and social protection」なので、protectionをproblemsと誤記したものと思われる。）
9,	一般に、40歳未満の人には、その人の労働能力の向上が現実的でないと認められない限り、障害年金は支給されない。しかし、障害年金が支給されている人の約20％は40歳未満であることに留意すべきである。障害年金を受給できない人には、専門分野横断的リハビリテーション・プログラムが提示される。これは、その人の労働能力の向上に焦点を当てた職業評価制度である。40歳以上の人には、障害年金が支給される前に、まず専門分野横断的リハビリテーション・プログラムが提示される。
10,	障害年金が支給されるためには、その人の労働能力が極めて低いか、あるいはゼロで、改善の見込みがないと評価されなければならない。活性化（activation）、治療、リハビリテーション、専門分野横断的、またはその他の方法で労働能力を改善できる場合は、障害年金は支給されない。
11,	したがって、障害年金の支給基準は、その人の労働能力が実質的かつ永続的に低下し、フレックス勤務などあらゆる種類の労働による経済的自立が不可能であると判断された場合に満たされる。このような場合、年齢を問わず、事前に専門分野横断的リハビリテーション・プログラムやその他の活動に参加しなくても、障害年金が支給される。
12,	専門分野横断的リハビリテーション・プログラムについては年齢と参加に関する一般規則からの例外が存在する。それは労働能力の改善が現実的に見込まれる場合にのみ提供される。（訳注　専門分野横断的リハビリテーション・プログラムの中の、年齢と参加に関する一般規則には、例外がある。この例外は、その人の労働能力の改善が見込まれる場合にのみ適用される。）。

	

	表14：2013年から2019年に障害年金を支給された人の総数（主な診断名別）

		 
	2013
	2014
	2015
	2016
	2017
	2018
	2019

	合計　障害年金の受給者数
	5,761
	6,183
	6,930
	8,146
	9,195
	11,180
	13,818

	精神・行動障害
	2,469
	2,435
	2,887
	3,525
	3,950
	5,177
	6,553

	筋骨格系および結合組織の疾患
	858
	812
	926
	1,267
	1,492
	1,893
	2,510

	循環器系の疾患
	408
	524
	555
	630
	653
	656
	820

	神経系および感覚器官の疾患
	511
	545
	613
	733
	735
	916
	1,074

	新生物
	627
	743
	763
	682
	755
	828
	932

	呼吸器系の疾患
	155
	203
	199
	244
	261
	300
	409

	先天奇形、変形、染色体異常、および周産期起因の特定の疾患
	64
	83
	105
	92
	94
	105
	132

	怪我、その他外的要因の結果
	176
	156
	197
	229
	257
	343
	384

	その他の病気
	493
	682
	685
	744
	998
	962
	1,004




	注：	注：　障害年金の受給者数および主な診断名は、市町村のケースワーカーに対するアンケートに基づくもので、実際の受給者数とは異なる場合がある。
出典出典：www,jobindsats,dk 






文化的な生活、レクリエーション、余暇及びスポーツへの参加
13,	文化省は、障害のある人のためのレクリエーションやスポーツ活動をさまざまな形で支援している。国営宝くじ（udlodningsloven）の収益分配に関する法律を通じて、同省は障害者スポーツ情報センターとパラ・スポーツ・デンマークのパラスポーツ事業のコンサルタントを財政的に支援している。毎年、文化大臣はパラスポーツ界のアスリートや事業をパラスポーツ賞で表彰している。2019年から2022年にかけて実施される「スポーツを通じた地域社会へのインクルージョン」を対象とした基金は、国費で賄われ、障害のある人も対象グループのひとつに含まれている。
14,	図書館は、情報、研究、文化への自由で平等なアクセスをすべての人に提供するために、常に発展し続けている。全国的な共通配送制度により、すべての国民が図書館資料を予約し、地元の図書館まで届けてもらうことができる。地域図書館サービスの大半は、「本があなたのもとへやってくる」制度に参加している。この制度では、障害などで図書館で資料を受け取ることができない市民のために、本やその他の資料を注文して自宅に届けることができる。地域図書館は、「アクセシブルな公共図書館」のモデルを開発するために、国から資金援助を受けている。このモデルは、特別なニーズを持つ利用者のための図書館サービスを強化・向上させ、さまざまな前提条件やニーズがあっても、すべての人の図書館を利用する機会やアクセスを平等にすることを目的としている。
15,デンマーク王立劇場は、芸術文化におけるインクルージョン、特に視覚障害のある人について学位論文を執筆している2人の学生と協力している。この共同研究は、視覚障害のある人とボランティア・コンパニオンを結びつけるコンパニオン・プログラムの開発を目指している。コペンハーゲンのグラッド劇場（Glad Theatre）は、コペンハーゲンと巡回公演の両方で、機能障害のある俳優を起用したショーを上演している。コペンハーゲンの大劇場では、一部の演劇公演やイベントで手話言語通訳や字幕を提供している。デンマークの児童演劇の大半は、特に幼い観客のために、言葉を使わないか、ほとんど発しないという特徴がある。物理的な会場へのアクセスが可能な障害のある人は、ダンスや映像パフォーマンスに加え、実際に演技を体験することができる。
16,	デンマークの公共放送局デンマーク・ラジオ（DR: Danish Radio）の2019-2023年の公共サービス義務では、DRは初回放送の95％以上、事前制作のデンマーク語放送、および生放送の70％に字幕を提供しなければならないとされている。DRは、字幕、音声字幕（spoken subtitles）、手話言語、音声説明、またいろいろなことに懸念を持っている聴衆（apprehensive readers）へのニュースの提供などを通じて、番組のアクセシビリティの向上に継続的に取り組んでいる。デンマークの国営放送局TV 2の2019年から2023年までの公共サービス義務では、TV 2は今後数年間、公共サービス放送における字幕の使用を増やすよう努めなければならないとされている。現在、TV 2はデンマークの初回放送の約55％に字幕を提供している。さらに、TV 2は他のアクセシビリティ手段を導入し、その利用を増やす義務がある。 
17,	2016年7月1日以降、デンマーク映画協会（Danish Film Institute (DFI) 訳注　 1972年公布の映画に関する法により設立された文化省の下部組織）から製作資金を受ける映画には字幕を付けることが義務付けられている。2015年以降、デンマーク映画協会はデンマーク盲人協会と協力し、デンマーク映画の音声解説を行う実験的な構想を実施している。

(翻訳：佐藤久夫、岡本 明)
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